コンテンツにスキップ

	
		
			
				

	
	

メインメニュー
	
	


				
		

	
	メインメニュー

	サイドバーに移動
	非表示



	

	
		案内
	

	
		
			メインページ
	コミュニティ・ポータル
	最近の出来事
	新しいページ
	最近の更新
	おまかせ表示
	練習用ページ
	アップロード (ウィキメディア・コモンズ)


		
	




	
	

	
		ヘルプ
	

	
		
			ヘルプ
	井戸端
	お知らせ
	バグの報告
	寄付
	ウィキペディアに関するお問い合わせ


		
	







				


	




		
			

	
	
		
		
	


		

		
			

	

検索
	
	
		
			
				
					
						
						
					

					
				

				検索
			

		

	




			
	
	

	
		
		

		
	




	

	
		
		

		
	




	
		
		
	
	

	
		
		

		
	




	

	
		
			アカウント作成

	ログイン



		
	




	

	

	
	

個人用ツール
	
	


		

	
		
			 アカウント作成
	 ログイン


		
	





	
		ログアウトした編集者のページ もっと詳しく
	

	
		
			投稿記録
	トーク


		
	




	
	






		

	



	
		
			

		

		
			
		
			
				
				
				

		
		

	

	
				
					
					
	
	目次

	サイドバーに移動
	非表示




		
			
				ページ先頭

			
		
	
		
			
			1廃棄物の定義

		
		
			
				
				廃棄物の定義サブセクションを切り替えます
			
		
			
			
				
				1.1バーゼル条約

			
			
			

		
	
			
				
				1.2日本の法律

			
			
			

		
	
			
				
				1.3米国の法律

			
			
			

		
	
			
				
				1.4中国の法律

			
			
			

		


	
	
		
			
			2廃棄物の処理

		
		
		

	
	
		
			
			3日本における廃棄物

		
		
			
				
				日本における廃棄物サブセクションを切り替えます
			
		
			
			
				
				3.1区分

			
			
			

		
	
			
				
				3.2統計

			
			
			

		


	
	
		
			
			4米国における廃棄物

		
		
			
				
				米国における廃棄物サブセクションを切り替えます
			
		
			
			
				
				4.1区分

			
			
			

		
	
			
				
				4.2各州

			
			
			

		
	
			
				
				4.3民間委託

			
			
			

		


	
	
		
			
			5中国における廃棄物

		
		
			
				
				中国における廃棄物サブセクションを切り替えます
			
		
			
			
				
				5.1区分

			
			
			

		
	
			
				
				5.2上海市での事例

			
			
			

		


	
	
		
			
			6脚注

		
		
		

	
	
		
			
			7参考文献

		
		
		

	
	
		
			
			8関連項目

		
		
		

	





					

		
			

		

		
			
				
					
						

	
	

目次の表示・非表示を切り替え
	
	


							
			

		
	




					
					廃棄物

							

	
	

87の言語版
	
	

		
			
				Aragonés
	العربية
	Asturianu
	Aymar aru
	Azərbaycanca
	Башҡортса
	Беларуская
	Български
	Banjar
	বাংলা
	Català
	閩東語 / Mìng-dĕ̤ng-ngṳ̄
	Čeština
	Чӑвашла
	Cymraeg
	Dansk
	Deutsch
	Ελληνικά
	Emiliàn e rumagnòl
	English
	Esperanto
	Español
	Eesti
	Euskara
	فارسی
	Suomi
	Français
	Nordfriisk
	Gaeilge
	贛語
	Galego
	Avañe'ẽ
	Hausa
	עברית
	हिन्दी
	Hrvatski
	Kreyòl ayisyen
	Magyar
	Հայերեն
	Bahasa Indonesia
	Íslenska
	Italiano
	Jawa
	Қазақша
	한국어
	Limburgs
	Lombard
	Lietuvių
	Latviešu
	മലയാളം
	मराठी
	Bahasa Melayu
	Nederlands
	Norsk nynorsk
	Norsk bokmål
	ਪੰਜਾਬੀ
	Polski
	Português
	Runa Simi
	Română
	Русский
	Sardu
	Simple English
	Slovenčina
	Slovenščina
	Soomaaliga
	Shqip
	Српски / srpski
	Sunda
	Svenska
	Kiswahili
	தமிழ்
	తెలుగు
	ไทย
	Tagalog
	Türkçe
	Українська
	اردو
	Vèneto
	Tiếng Việt
	Winaray
	吴语
	ייִדיש
	中文
	文言
	Bân-lâm-gú
	粵語


			リンクを編集

		


	




				
					
						
							
								

	
		
			ページ
	ノート


		
	




								

	
	日本語
	
	


					

	
		
		

		
	




				
	




							
						

						
							
								

	
		
			閲覧
	編集
	履歴表示


		
	




							
				
							
								

	
	ツール
	
	


									
						

	
	ツール

	サイドバーに移動
	非表示



	

	
		操作
	

	
		
			閲覧
	編集
	履歴表示


		
	





	
		全般
	

	
		
			リンク元
	関連ページの更新状況
	ファイルをアップロード
	特別ページ
	この版への固定リンク
	ページ情報
	このページを引用
	短縮URLを取得する
	QRコードをダウンロード
	ウィキデータ項目


		
	





	
		印刷/書き出し
	

	
		
			ブックの新規作成
	PDF 形式でダウンロード
	印刷用バージョン


		
	





	
		他のプロジェクト
	

	
		
			コモンズ


		
	







									

				
	




							
						

					

				

				
					
						
							
				
							

		
						
						
					

				

				
					
							
		


						出典: フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』

					

					


					
					
					カートに積まれた廃棄物
廃棄物（はいきぶつ、Waste）とは、不要になり廃棄の対象となった物および既に廃棄された無価物。








廃棄物の定義[編集]

バーゼル条約[編集]

バーゼル条約でいう「廃棄物」とは、処分がされ、処分が意図され又は国内法の規定により処分が義務付けられている物質又は物体をいう[1]。


日本の法律[編集]

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）第2条によれば、「廃棄物」とは「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染された放射性廃棄物を除く[2]）をいう」とされている。

ここでいう「廃棄物」については、「占有者が自ら、利用し、又は他人に有償で売却することができないために不要になった物」との解釈が厚生省（当時）環境衛生局環境整備課長通知[3]により示されており、有価物は廃棄物ではないと判断される。

循環型社会形成推進基本法においては、有価・無価を問わず「廃棄物等」とする。

環境省の通知では、廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないために不要となったものをいい、これらに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断すべきであるとしている[4]。


	物の性状：利用用途に要求される品質を満足し、かつ飛散、流出、悪臭の発生等の生活環境の保全上の支障が発生するおそれのないものであること[4]。
	排出の状況：排出が需要に沿った計画的なものであり、排出前や排出時に適切な保管や品質管理がなされていること[4]。
	通常の取扱い形態：製品としての市場が形成されており、廃棄物として処理されている事例が通常は認められないこと[4]。
	取引価値の有無：占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされており、なおかつ客観的に見て当該取引に経済的合理性があること。実際の判断に当たっては、名目を問わず処理料金に相当する金品の受領がないこと、当該譲渡価格が競合する製品や運送費等の諸経費を勘案しても双方にとって営利活動として合理的な額であること[4]。
	占有者の意思：客観的要素から社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思として、適切に利用し若しくは他人に有償譲渡する意思が認められること、又は放置若しくは処分の意思が認められないこと[4]。
	概ね一八〇日以上の長期にわたり乱雑に放置されている状態をいうものであること[5]。


米国の法律[編集]

連邦法の資源保護回復法（Resource Conservation and Recovery Act/ RCRA）によれば、「廃棄物」とは「廃棄物は廃棄物処理施設、上水道施設又は大気汚染防止施設から排出されるあらゆるごみ、くず及び汚泥並びに工業、商業、鉱業、農業の事業活動及びコミュニティ活動から生ずる固体、液体、半固体及びガス態の物質を含んだその他の廃棄物のことをいう。」としている[6]。ただし「生活排水の固形物と溶解性物質、灌漑排水の固形物と溶解性物質、連邦水質汚濁防止法第42条に基づく排出許可が必要な点汚染源である工場廃水あるいは1954年原子力エネルギー法で定義されている放射線源、特定放射性物質又は副産物は含まない。」としている[6]。


中国の法律[編集]

日本の「廃棄物」に相当する言葉として、 中国では「固体廃棄物」が用いられる｡「固体廃棄物環境汚染防止法」第八十八条によれば、「廃棄物」とは｢利用価値が無い｣ か、 あったとしても ｢廃棄・放棄されている｣ ものであり、日本における一般廃棄物・産業廃棄物の分類に近い 「生活系ごみ」「産業固体廃棄物」の定義が存在することに並列して「危険廃棄物」が定義された3つに大分類されることが見て取れる[7]。


廃棄物の処理[編集]

埋め立てによる廃棄物処理
バーゼル条約では廃棄物の「処理」とは、有害廃棄物又は他の廃棄物の収集、運搬及び処分をいい、処分場所の事後の管理を含むとしている[1]。


詳細は「廃棄物処理」および「トランスファー・ステーション (ごみ処理)」を参照











日本における廃棄物[編集]

区分[編集]

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）では、廃棄物はまず産業廃棄物と一般廃棄物に大別される[6]。


統計[編集]

	令和2年度の廃棄物の量
	
	産業廃棄物
	総排出量 約3億7,381.8万トン[8]
	再生利用量　約1億9,902.2万トン[8]
	減量化量　　約1億6,570.8万トン [8]
	最終処分量 　約908.9万トン[8]






		一般廃棄物
	総排出量 約4,167万トン[9]
	総資源化量 約833万トン[9]
	最終処分量 約364万トン[9]






廃棄物を埋め立てる最終処分場の残余年数は概ね増加傾向にあるものの首都圏では2020年4月1日時点で6.1年（全国は16.8年）と依然として厳しい状況がある。また、最終処分場の数にいたっては概ね減少傾向にあり、最終処分場の確保は引き続き厳しい状況である[10]。令和3年度末現在、一般廃棄物最終処分場は1,572施設（うち令和3年度中の新設は15施設で、稼働前の8施設を含む。）、残余容量98,448千ｍ3であり、平成28年度以降、1億ｍ3前後で推移している。残余年数は全国平均で23.5年であり、平成29年度以降22年前後で推移している。大都市圏における残余年数の状況については、首都圏では30.1年、近畿圏では19.6年であった[11]。

また、減少傾向にあるものの食料の廃棄の多さが問題とされることが多い。食品廃棄物は、令和2年度で本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう「食品ロス」が、約522万トンであったと推計された。内訳として、事業から275万トンであり、家庭の場合は247万トンであった[12]。


米国における廃棄物[編集]

区分[編集]

資源保護回復法（Resource Conservation and Recovery Act/ RCRA）では、廃棄物はまず有害廃棄物（hazardous waste）と非有害廃棄物（non-hazardous waste）に大別される[6]。

有害廃棄物（hazardous waste）は「その量、濃度あるいは物理的、化学的又は感染症的性質により（A）死亡率の増加あるいは回復不可能な重度の病気又は回復はしても機能の一部が失われてしまうような病気の増加に重要な要因を与える、もしくは、（B）適正でない処理、保管、搬送又は処分などにより現在もしくは将来にわたり危険をもたらすことになる、廃棄物又は廃棄物の混合物のことをいう。」と定義されている[6]。非有害廃棄物（non-hazardous waste）は、資源保護回復法にサブタイトルはあるものの定義はなく、アメリカ連邦規則集（Code of Federal Regulations）で「環境保護回復法のサブタイトルCによって規定された有害廃棄物でない廃棄物で、製造・生産過程で発生した廃棄物」と定義されている[6]。


各州[編集]

州の廃棄物処理計画が連邦環境保護庁に承認されると、州政府が廃棄物処理の規則を定めて管理を行う主体となる[6]。廃棄物の区分や指導も州により様々で、連邦環境保護庁では商業ごみ（Commercial waste）と産業廃棄物（Industrial waste）を区別しているが、これらを区別していない州もある[6]。


民間委託[編集]

廃棄物処理については計画・評価を除いた収集・処分について、公共の関与が薄れ、民間業者に委ねられる傾向が強くなっている[6]。ニューヨーク市では財政危機や埋立て処分場の不足により、公営の埋立て処分場を閉鎖し、ごみの収集や処分を民間企業に委託している[6]。


中国における廃棄物[編集]

区分[編集]

｢固体廃棄物環境汚染防止法｣では、廃棄物は｢生活系ごみ｣ ｢産業固体廃棄物｣と｢危険廃棄物｣に大別される[7]。

実は2017年の全国代表人民大会にて、「ごみの分別処理制度を普及させる」ことが重要課題として言及されている[13]。中国ではごみの分別が2018年から北京や天津、広州市など46の重点都市で全国に先駆けて試行、2019年から全国の市級自治体（日本の県に相当）及びそれ以上の都市で生活ごみの分別作業が全面的にスタートした[13]。2020年末までに46の重点都市で分別処理の体制を整えるとしている。その中でも、「中国で最も厳しい分別規制」と言われている「上海市生活ごみ管理条例」が上海市で7月1日施行された[13]。


上海市での事例[編集]

「上海市生活ごみ管理条例」では、生活ごみを「リサイクル資源」（缶、瓶、衣類、プラスチックなど）、「有害ごみ」（電池、蛍光灯など）、「湿ったごみ（湿ごみ）」（生ごみなど）、「乾いたごみ」（汚れた紙屑、おむつなど、その他のごみ）、の4種類に分別することとし、「決められた時間に決められた場所に」ごみを出すこととしている[14]。

同市政府の2019年11月の報告においては、施行から3カ月間において、回収したリサイクル資源は約5960トン/日、湿ったごみ（生ごみ）は約8710トン/日であり、2018年10月と比べると、それぞれ5.6倍と2倍と増加した[14]。このほか、乾いたごみは14,830トン/日（同月比33%減）、有害ごみは1トン/日（同月比10倍以上）とされ、適正な分別に成果を挙げている[14]。


脚注[編集]


	^ a b バーゼル条約（和文） 環境省、2017年1月27日閲覧。

	^ 放射性廃棄物は、放射性同位元素規制法や特定放射性廃棄物最終処分法などによって規定されるため、廃棄物処理法の対象外となっている。

	^ “廃棄物の処理及び清掃に関する法律の運用に伴う留意事項について”.   環境省. 2017年5月27日閲覧。

	^ a b c d e f “行政処分の指針について（通知）” (PDF).   環境省 (2013年3月29日). 2017年5月27日閲覧。

	^ “野積みされた使用済みタイヤの適正処理について”.   環境省. 2017年5月27日閲覧。

	^ a b c d e f g h i j “アメリカの産業廃棄物処理について”.   一般財団法人自治体国際化協会. 2022年4月4日閲覧。

	^ a b 藤本延啓 (1月 2012年). “中国南京市における廃棄物処理事情”. 熊本学園通信　銀杏並木 vol.412:  p155-164. https://www3.kumagaku.ac.jp/research/fa/files/2011/11/a259d30406a00f6ec0fb5e3036063afe.pdf 2022年6月19日閲覧。. 

	^ a b c d “産業廃棄物の排出及び処理状況等(令和2年度実績)について”.   環境省 (2023年3月30日). 2023年5月22日閲覧。

	^ a b c “一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和2年度）について”.   環境省 (2022年3月29日). 2023年5月22日閲覧。

	^ 『産業廃棄物処理施設の設置、産業廃棄物処理業の許可等に関する状況（令和元年度実績等）について』（プレスリリース）環境省、2022年5月30日。https://www.env.go.jp/press/111095.html。2023年5月22日閲覧。 

	^ “一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和3年度）について”.   環境省 (2023年3月30日). 2023年5月22日閲覧。

	^ “我が国の食品ロスの発生量の推計値（令和2年度）の公表について”.   環境省 (2022年6月9日). 2022年9月19日閲覧。

	^ a b c “中国のゴミの分類処理制度の普及について”.   岡山県庁. 2022年6月19日閲覧。

	^ a b c “中国で進むごみ分別改革とプラスチック規制（第二部）”.   国際環境経済研究所 (2020年3月17日). 2022年6月19日閲覧。
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関連項目[編集]





ウィキメディア・コモンズには、廃棄物に関連するメディアがあります。
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